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中小企業の人手不足と
ダイバーシティ・マネジメント

横浜市立大学 国際商学部教授 中山 健

はじめに
大手コンビニエンス・ストア加盟店の深夜営業自
粛問題を契機として、繁華街・幹線道路沿いの外食
産業や小売、サービス業を中心にこれまで行われて
きた24時間営業や年中無休といった営業形態に対
する見直しの動きが広まってきた。加盟店の経営者
や店長は、アルバイト・パート労働者が集まらない
時間帯を自ら埋めることになるが、欠員となる時間
帯が増え続けることによって際限のない長時間労働
を強いられることとなる。その結果、経営者や店長
は健康を害して入院をしたり、中には過労死すると
いった悲劇も起きている。こうした問題の主たる要
因は人手不足であり大企業、中小企業ともに消費者
の利便性だけを重視してきたこれまでの経営、マー
ケティングの在り方を見直す必要に迫られていると
いえる。本稿では、中小企業における人手不足問題
に焦点を当て、その問題構造と影響要因を明らかに
するとともに、解決策として期待されているダイ
バーシティ・マネジメントの効果と課題に言及する。

１．減少し続ける人口
G7加盟国の中で日本はイタリアとともに人口減少

国となったことは知られている。日本の場合、総人口
は2008年をピークに以後一貫して減少し続けてきて
いる（総務省『国勢調査』による）。人口減少の大きな要
因は少子化であることから、これまで政府は出産・子
育て対策をはじめとする様々な少子化対策を打ち出
してきた。それにも関わらず少子化は解消されそうに
ない状況である。厚生労働省（2019a）が昨年12月に公
表した『令和元年（2019）人口動態統計の年間推計』に
よると、2019年（令和元年）の出生数は86万4,000人で
あることが判明した。出生数が90万人を割り込むの
は2021年と推計されていたことから、2年前倒しの出
来事に多くの新聞やTVがニュースとして取り上げた。

総務省（2017）は、今から20年後の2040年代には毎年
100万人近い人口が減少するとの試算結果を公表して
いるが、少子化の加速度的な進行は人口減少にさら
に拍車をかけることとなる。そうなると多くの企業に
とってこれまで以上に労働力が不足する事態が生じ
る。

２．中小企業における人手不足の現状
中小企業における人手不足の現状を具体的にみて
みよう。まず、人手不足が中小企業の直面する種々
の経営課題の中でどのような位置にあるだろうか。
図表１は、日本政策金融公庫が4半期毎に調査して
いる中小企業（従業員20人以上）の経営課題6項目（「売
上・受注の停滞・減少」「求人難」「原材料高」「製品
安や値下げの要請」「人件費や支払利息等の増加」「そ
の他」）の中で、2017年時点で上位2番目までに指摘さ
れた課題である「求人難」と「売上・受注の停滞・減少」
の指摘割合をグラフ化したものである。一般に景気
が良いと売上が増加し人手が不足するが、その反面、
景気が悪くなると売上や受注が減少し人手が余るこ
とはだれもが理解できるであろう。実際、このグラフ
においてもバブル景気（概ね1986年～ 1991年）の時期
には売上不振の比率が低下し求人難を経営課題と指
摘する中小企業は急増する。そして、バブルが崩壊
した91年以後は求人難を経営課題と指摘する割合が
急減し、その後の長期の景気停滞期には低い割合が
続いた。2005年～ 2007年に景気回復期が到来し求人
難がやや増加するものの、2008年のリーマンショック
を契機に求人難の企業が少ない状態が数年間続いた。
その後の安倍政権下においては、2013年以降の景気
拡大に伴い人材不足に陥る中小企業が増加し続けた。
2017年には、中小企業のほぼ3分の1（34％）が「求人難」
を経営課題と指摘しており、6課題の中で最も高いパー
セントを示した。バブル期から約30年が経過した現在、
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中小企業経営にとって人手不足が無視できない最大
の課題として再び浮上してきたわけである。
では、中小企業の中で人手不足状態にある企業は

どのくらいあるのだろうか。日本商工会議所と東京商
工会議所（2019）が実施した全国調査（調査対象：4,125
社）によると、人手不足状態の中小企業は66.4％、つ
まり3社のうち2社が該当していることが明らかにされ
た。ちなみに、2015年度調査では同比率は50.3％で
あった。年々深刻化する人手不足は生産活動、販売
活動、サービス活動において様々な支障が生じるた
め、中には倒産するケースも出てくる。図表2は、従

業員の不足により収益が悪化したことなどを要因とす
る倒産を「人手不足倒産」（個人事業主含む、負債1,000
万円以上、法的整理）と定義し、その件数の推移を示
したグラフであるが、年々増加傾向にあることが容易
に理解できるであろう。人手不足は、現従業員の過
重労働を招くため離職者の増加に繋がり、業務が回
らなくなる、納品日に間に合わない、受注量の減少、
必要資金の回収難などの悪循環に陥り、倒産の危機
に陥る可能性があるため、早期に人手を確保すること
が重要である。

図表１　中小企業の経営課題（2課題：回答割合の推移）

（注１）ここでいう中小企業とは、（株）日本政策金融公庫取引先のうち、原則として従業員20人以上の企業。
（出所）（株）日本政策金融公庫（2018）「全国中小企業動向調査」を基に筆者作成。

中小企業における人手不足の特徴に関して、中小
企業庁（2019）ならびに日本商工会議所・東京商工会
議所（2019）の共同調査結果から要点を抜粋すると以
下のようになる。

1）中小企業から中小企業への転職者が減少する反
面、中小企業から大企業への転職者が増加して

いる（中小企業庁 2019）
2）大企業から中小企業への転職者数よりも大企業
から大企業への転職者数が多く、しかも増加傾
向にある（中小企業庁 2019）

3）中小企業の中でも従業員規模が大きくなるほど、
人手不足企業の割合が高くなる。従業員101人

（出所）㈱帝国データバンク（2019）『全国企業倒産集計／2019年11月報』．

図表２　人手不足倒産件数の推移（2016年1月－2019年11月）

 「売上・受注の停滞・減少」

「求人難」
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方法が採用されている。
本稿では人材不足対策として上位に挙げられてい

る中で、特に「多様な人材の活用」（一般には「ダイバー
シティ」と呼ばれている）に着目する。

４．中小企業のダイバーシティ・マネジメント
ダイバーシティは、一般に「多様性（Variety）」とい

う意味で使用されることが多い。学術的には確立され
た定義が存在するわけではなく、研究者により種々の
定義がされている（Stockdale & Cao 2004; Harrison 
& Klein 2007）。
例えば、Kreitner & Kinicki（2001）はダイバーシ

ティを「集団内に存在する個々人の類似点と種々の相
違点」と定義している。一方、Cox（2001）はダイバー

以上の企業では8割近い（77.3％）企業で人員が
不足している（日本商工会議所・東京商工会議
所 2019）

4）人手不足の地域間格差がみられる。北海道と九
州が人手不足企業の割合が70％を超えており深
刻（日本商工会議所・東京商工会議所 2019）

以上より、企業規模が大きくなるほど人手不足が
深刻化しているため、中小企業より給与や待遇の良
い中堅企業や大企業へと転職者の流れが生じている
点も中小企業の人手不足を助長する一因となってい
る。また、人手不足が北海道や九州で深刻な状況に
あるが、これは東京、大阪などの大都市へと就職・
転職者が動いている結果でもある。地方で仕事と生
活をする魅力について情報発信する努力が、従来に
も増して自治体、商工団体、地域中小企業に求めら
れている。

３．中小企業の人手不足への対応
人手不足に対して中小企業はどう対処したらいい

のであろうか。中小企業庁（2018）『中小企業白書
2018年版』によれば、中小企業の労働人材不足への対
応方法として40％以上の企業が回答した項目は、「賃
上げ等の労働条件改善による採用強化」「多様な人材
の活用」「従業員の多能工化・兼任化」の3つであった
（図表3参照）。賃金を同業他社より高い水準に引き上
げたり宿舎を完備するなど労働条件を良くすること
は、採用を強化するための有力な方法であろう。ま
た、地域内に必要とする人材がいなければ、高齢者
を雇用する、子育て中の女性も働ける環境を整備す
るなど、今までの型にはまった採用基準や勤務条件
を柔軟に見直すことで雇用対象者数を拡大する努力
をすることも重要である。さらに、現員の人数の中で
人材と業務内容を固定的に結び付けず柔軟に対応で
きるよう養成すること、例えば1人で1台の機械設備を
担当することにだけに専念せず他の機械設備も扱え
るようにする、技術者（技能者）兼営業社員として2つ
の仕事がこなせる従業員を育成するなど、人材の多
能工化や兼任化をすすめて専門人材不足に対応する

図表３　中小企業における労働人材不足への対応方法

（出所）中小企業庁（2018）『中小企業白書2018年版』日経印刷
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図表４　異なる年齢層の同僚と働くのに必要と考える制度

（出所）内閣府（2019a）『経済財政白書〈令和元年版〉「令和」新時代の日本経済』日経印刷.

シティを「明確な雇用/市場環境の中で共に存在する
人々の間の社会的文化的アイデンティティの多様性」
と定義し、Hays-Thomas（2004）は「採用、仕事の業
績、満足度、業務の遂行に影響を与える可能性のあ
る組織メンバー間の違い」と定義している。こうした
定義からは、ダイバーシティが単に年齢や性別などの
多様性や違いを意味しているのではないことがわか
る。谷口（2005;2008）によれば、ダイバーシティ概念
の初期（1960年代）時点では狭い意味で使用されてい
たが、時代の変遷により概念が拡張し、現代では上
記に加えて居住地、習慣、職歴、学歴、収入、未既
婚、趣味、体格、パーソナリティなど、人が持つほと
んどの属性がダイバーシティの範疇に入るとされてい
る。ダイバーシティ・マネジメントとは、そうした多
様な人材を企業が取り込むことで、これまで以上に柔
軟で創造性の高い組織に変えていこうというものであ
る。なお、本稿では紙面の制約上、上記の全てを取
り上げることは不可能であるため、特に高齢者と外国
人雇用に焦点を当てる。

５．中小企業の高齢者雇用
現在、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律が

あるため65歳までの雇用に関してはほとんどの企業
で実施されている。それ以降の年齢に関しては、厚
生労働省（2019b）の調査によると66歳以上でも働ける
制度のある企業の割合は、中小企業31.4％、大企業
25.3％と中小企業が大企業よりも高い割合である。さ
らに、70歳以上になっても働ける制度のある企業の
割合についても中小企業（29.6％）は大企業（23.3％）よ
り6ポイント高い。また、定年制を廃止した（廃止し

ている）企業は中小企業で2.9％、大企業では0.5％と、
これも中小企業の方が高い割合となっている。しかも、
いずれの比率も前年度の調査結果より高くなっている
ことから、定年制の引き上げや廃止などの動きが生産
年齢人口の減少と高齢者人口の増加を背景として広
がりをみせていることがわかる。
上記の比率から推測すると、全国に存在する357万
社の中小企業の内、100万社以上が高齢者を雇用して
いることになる。つまり、高齢者雇用の受け皿として
中小企業は極めて大きな役割を担っているといえる。
中小企業が高齢者雇用を積極的に進めていくこと
で、①労働力不足への現実的な対応策になる、②シニ
ア世代のもつ技能・経験を若い社員に継承できる、③
シニア世代社員が模範となり、職場の雰囲気づくりに
貢献する、④実践力としてシニア世代ならではの働き
が期待できるだけでなく、誰もが働きやすい職場環境
づくりにつながる、といったメリットが企業側にもたら
されることになるとともに、全体的な人件費の低減も図
れる点も強調しておきたい（日本政策金融公庫 2017）。
高齢者を雇用していくに当たっては、これまでの日
本的経営とりわけ年功序列制度の見直しが必要にな
るとともに、異なる世代の同僚と働くことがスムーズ
に行えるような制度変革、意識変革も必要となる。図
表４のアンケート結果によると、若年層、高齢層のい
ずれもが、「意見交換の促進」「相談部署の設置」「実
力主義の人事」「研修機会の増加」といった制度の重
要性を指摘している。世代が違えば仕事に対する考
え方や価値観に違いやずれが生じるため情報交換を
行ったり研修機会を設けることで互いの考え方の違
いを理解し合い、認識のずれを修正することが可能
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となる。そうすることで組織内にプラスのシナジー効
果が生まれることが期待される。
日本経済新聞社（2019）が実施した世論調査による
と、60歳代の過半数（54％）が「70歳代まで働くつもり」
と高い勤労意欲を持っていることが判明したが、実
際の就業率（内閣府 2019b）は70～ 74歳で30.2％、75
歳以上では9.8％しかないのが現状である。働きたい
とする割合と実際の就業率との間の差を埋めるために
は、中小企業における高齢者雇用のさらなる促進とそ
のための支援策を整備する必要がある。

６．中小企業の外国人雇用
厚生労働省（2019c）によると、国内の外国人労働者

数は2000年には20万人しかいなかったが、2011年の
震災時を除いて着実に増加し続け2018年には146万
人に達した。特に、2015年以降は毎年約18万人ベー
スで急増してきており、彼らを雇用している事業所は
全国で21万6千か所存在する。現状では、外国人労働
者の約4分の3（77％：約113万人）が従業員100人未
満の中小企業で働いている。また、最大の所属業種
は製造業であり国内での外国人労働者全体の約30％
（約43万人）が働いている。外国人雇用においても中
小企業の果たしている役割がいかに大きいか、理解
できるであろう。
外国人労働を採用する理由や賃金、課題などの現
状に関していくつかの調査結果をみてみよう。まず、
㈱日本総研（下田 2019）が2019年に1,039社を対象に
外国人の採用・活用に関してアンケートを実施してお
り、以下に調査結果の要点を列挙する（何れも20％以
上の回答項目のみ掲載）。

1）外国人を採用・活用する理由
１.日本人労働者が集まらない（50.2％）

2）外国人の採用に当たって考慮すること
１.人物・人柄（69.3％）　２.日本語能力（68.6％）
３.採用職種に関する資格・実績（24.5％）

3）賃金の支払い
１.日本人とほぼ同一水準（77.1％）

4）外国人労働者の活躍状況
１.期待通り（77.1％）（「ほぼ期待通りの活躍」
（64.4％）＋「期待以上の活躍」（12.7％））

5）外国人労働者の活用上の課題
１.コミュニケーションに苦労する（44.1％）
２.せっかく育成した人材が一定期間しか雇えない

（37.9％）
３.人材のばらつきが大きい（29.2％）

外国人を雇用するのは、日本人の働き手が集まらな
いということが主たる要因である。また、採用する際
には人物・人柄、資格・経験だけでなく日本語能力
を重視している。採用後の状況に関しては、賃金水
準が約4分の3の企業において日本人とほぼ同じ水準
である。仕事ぶりについては、約4分の3の企業にお
いて「期待通り」との回答である。多くの企業において
勤労意欲の高い外国人が雇用できているのが現状で
ある。雇用上の課題としては、特にコミュニケーショ
ンをスムーズに取れるようになることが重要であり、
日本語研修の実施、日本の生活・習慣の教育などが
必要となる。こうした教育・研修は、中小企業単独
で行うことが困難なため人材育成の一環として政策
的に支援することが重要であろう。
日本政策金融公庫総合研究所（2016）の調査結果

（図表5参照）によれば、外国人を雇用している中小企
業のほぼ半数（49.1％）において最近5年間の売上が増
加傾向にある一方、外国人を雇用していない中小企
業における同割合は27.1％に過ぎないことが明らかに
された。売上の増加が外国人雇用の直接の結果であ
るとは言い切れないが、外国人労働者が期待通りの
仕事をしている企業の割合が高いことも勘案すると、
彼らが売上の向上に一定の貢献をしていることは間
違いないであろう。

７．小結
組織内で世代が異なる、国籍が異なる従業員が一

緒に働く場合、価値観、考え方、文化的背景が異な
るために時として意見の対立が生じることがある。い

図表５　最近5年間の売上高（外国人雇用企業と非雇用企業）

（出所）日本政策金融公庫総合研究所（2016）『中小企業における外国人労働
者の役割～「外国人材の活用に関するアンケート」から～』．
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かにして海外人材と日本人社員との組織的融合を図
るかは、十分なコミュニケーションとそのための語学
研修の実施、経営者をはじめ管理職や周囲の従業員
が介在・フォローすることによる相互理解の促進、専
門家派遣制度の活用、ダイバーシティに関する中小
企業向け研修を受講するなど、積極的な組織革新と
人材養成への取り組みが不可欠である。外国人材の
場合、海外事業展開において現地での工場立ち上げ
までの準備や現地販路開拓、現地市場に合わせた製
品開発がスムーズに行くだけでなく、異文化人材の視
点から日本の仕事のやり方に対して気づきや提案をし
てくれることもあり、それが職場の意識を変革するこ
とにも繋がる。また、高齢者雇用に関しては特に中小
企業が高い貢献を果たしている。組織的視点からみ
れば、高齢者が数十年の間に蓄積してきた技術・技能、
ノウハウを若い世代に伝えることにより、短期間で効
率的な技術伝承が可能となる点は大きなメリットであ
ろう。
経済産業省（2019）もダイバーシティに取り組む企
業100社を全国から選定し事例集『新・ダイバーシティ
経営100選』を作成・公表している。特に、同省は「ダ

イバーシティ経営」という用語を使用しているが、こ
れは「多様な人材（性別、年齢、国籍、障がいの有無、
性的指向、宗教・信条、価値観などの多様性だけで
なく、キャリアや経験、働き方などの多様性も含み）
を活かし、その能力が最大限発揮できる機会を提供
することで、イノベーションを生み出し、価値創造に
つなげている経営」と広く定義されている。また、経
済産業省（2018）は、高度外国人材を活用し成果を得
ている先進企業の事例集『高度外国人材活躍企業50
社』を公表しており、経営者はこれら成功事例を参考
にすべきであろう。
人手不足が契機となっただけでなく、企業として

の社会的責任の遂行、近年提唱されているSDGｓや
働き方改革などの影響により、ダイバーシティへの取
り組みに関心を持つ中小企業経営者も増えてきたが、
まだまだ少ない状況にある。ダイバーシティの本来の
意義は、多様性の高い組織を構築することで経営環
境の激しい変化にも柔軟に対応できるようにすること
である。令和時代の中小企業に必要なのは、後ろ向
きの人手不足対策ではなく、企業価値を創造する組
織を作るための人材対策である。
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